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今日、我が国の社会福祉は、少子高齢化の急速な進展や依然として厳しい経済・雇

用情勢のなか、とりわけ経済的困窮や社会的孤立の状態にある生活困窮者をめぐる問

題が深刻化しており、その福祉ニーズはますます複雑・多様化し、新たなセーフティ

ネットの構築や社会保障の充実が大きな社会問題となっている。 

このような中、全国社会福祉協議会において、深刻な生活課題や社会的な孤立防止

を目指す「社協・生活支援活動強化方針」が策定され、これからの社協活動強化の方

向性が示された。また、国においても、生活困窮者に対する総合的支援体制の構築を

めざした「生活支援戦略」の検討が進められている。 

社会福祉協議会は、これまで一貫して地域の様々な課題に対し、地域住民、民生委

員児童委員、社会福祉施設、専門機関、ボランティア・ＮＰＯ団体などと協働し、事

業活動を地域の実情に応じて展開するとともに、さらに住民参加による地域福祉活動

計画や地域福祉計画づくりなどを通じて、行政とのパートナーシップを構築し、地域

福祉推進の中核を担ってきた。 

しかし、近年の社会福祉を取り巻く情勢の変革の中で、社会福祉協議会などへの期

待は、従来の公的な制度・施策で支えきれない、制度の狭間にあって生活課題や福祉

課題を抱える住民を支え合う仕組みづくりであり、このことが一層重要性を増してい

ることから、社協活動の根幹である小地域福祉活動を更に推進することにより、生活

困窮者等の諸問題への対応を図るとともに、地域住民の福祉を担う社会福祉協議会や

社会福祉法人の存在意義を改めて明確にしていくことが求められている。 

 また、一昨年発生した東日本大震災による被災者支援への継続的な取り組みや、今

後も様々な大規模災害が予測される中、県域における災害支援ネットワーク体制の構

築を進める必要がある。 

 こうした課題山積の中において、平成２５年度は、各種事業や諸活動において、こ

れまで以上に「社協らしさ」を発揮するため、積極的に新規事業の取り入れや重点化

した事業編成を行い、第６次岡山県社会福祉協議会経営・活動計画（おかやまほっと

プラン：平成２５年度から平成２９年度までの５か年間）の初年度としての取り組み

を実施していく。 

 

経 営 方 針 

１．組織「組織の実行力」 

  社会環境の変化に迅速かつ適切に対応できるよう「組織の実行力」を高める。 

  第４次並びに第５次計画の実施を通じて、整備してきたトップマネジメント機能

について、役職員一体となって業務遂行できる環境の土台作りがある程度整った。 

  そこで、第６次計画の初年度となる今年度は、専門的な見地から検討を行う  

「経営企画委員会」と連携のもと、理事会・評議員会の活性化、監事会機能の充実

強化に引き続き努めるとともに、事務局職員による「企画調整会議」(幹部会議、

中堅会議)の役割を発揮し、広報活動の強化、災害危機管理体制の整備を重点項目



として取り組みを進めていく。 

≪推進目標≫ 

① 法人経営・運営組織の整備 

会員をはじめ関係機関・団体等広く県民に向けて、本会における取り組みや活動

のＰＲを行い、更なる理解促進を図るため、ホームページのリニューアルやマスコ

ミの活用等による今後の広報戦略について検討を行い、積極的な広報活動に取り組

む。 

また、災害時の迅速な支援に向けて、県域における関係機関・団体との連携に基

づく災害福祉広域支援ネットワーク体制の構築に向けた取り組みや事務局内災害

マニュアルの見直しを進める。 

 

２．活動「地域の福祉力」 

  地域社会のニーズに基づき、必要な事業を効果・効率的に実施し、「地域の福祉

力」を高める。 

 第５次計画で達成出来なかった課題解決に向けて、地域福祉のより着実な推進を行

うために、小地域福祉活動活性化アクションプランに掲げたコミュニティワーカーの

育成と実践力の向上を図る。 

また、県社協ボランティア・ＮＰＯ活動支援センターを基本とし、ボランティア・

ＮＰＯ活動の支援強化を行い、福祉のまちづくりに向けた県民参画の基盤強化に取り

組む。 

 さらに、生活困窮者の生活支援のあり方が問われる現在、本会としては日常生活自

立支援事業や地域生活定着促進事業等を中心に据えながら、地域の包括的ケアの仕組

みづくりの推進を図り、利用者保護・支援の基盤強化に取り組んでいく。 

 そして、福祉サービスの質の向上を目指し、福祉人材の確保・定着や専門性と組織

性を兼ね備えた人材の育成を図るために、福利厚生の充実、研修体系の再構築や関係

機関との連携強化に力を注ぎ、環境整備等を行う。 

≪推進目標≫ 

① 福祉のまちづくりに向けた県民参画の基盤整備 

第５次計画で策定した「小地域福祉活動活性化アクションプラン」の着実な実践

に向け、進捗管理・研究活動を推進するとともに、社協コミュニティワーカーの育

成及び実践力の向上に取り組む。 

併せて、県社協ボランティア・ＮＰＯ活動支援センターの使命・役割・機能を再

度見直し、その充実・強化を図るとともに、地域住民・ボランティア組織による地

域課題の解決に向けた生活支援サービスの調査・研究に取り組む。 

また、市町村社協が災害時に迅速かつ円滑に災害ボランティアセンターの設置・

運営等を行い、平時からの見守り・支え合いの仕組みも見据えた効率的な支援活動

を展開するために必要な体制整備や職員育成に取り組むなど、関係機関との連携・

協働による福祉のまちづくりに向けた県民参画の基盤の強化・充実を図る。 



② 利用者保護・支援の仕組みづくりの推進 

 成年後見制度も含めた権利擁護体制づくりを促進することで、新たなネットワー

クの構築を図り、地域ニーズに対応するとともに、従来からの関係者等との連携を

より強固にする。 
  また、地域における生活困窮者等への総合相談・生活支援体制の整備に向けて、

県内市町村社協の「社協・生活支援活動強化方針」の具現化に向けた支援策を検討・

推進するとともに、行政、社協、福祉施設、民生委員・児童委員等、地域の幅広い

関係者を対象とした研究セミナーを実施し、生活困窮者支援に向けた理解促進を図

る。 
福祉的支援を必要とする矯正施設退所予定者及び退所者の自立生活を支援する

ため、関係機関との情報交換や課題解決に向けた意見交換を行うとともに、連携体

制を構築することにより、対象者の帰住１年後の定着率の向上に取り組む。 
③ 福祉サービスの質の向上 

社会福祉事業者等が利用者や地域社会からのニーズに応え、質の高いサービスを

安定的かつ継続的に提供できるよう、サービス提供法人に対し、組織管理や人事・

労務管理体制の整備支援、福利厚生制度の運営に取り組む。 
また、本会が県域の福祉従事者に対する研修実施機関として機能強化を目指す中

で、生涯研修課程を中心とした研修体系や研修内容の再検討を行うとともに、人材

育成体制等の整備や強化に向けた支援を行う。併せて、福祉人材不足の解決に向け、

無料職業紹介事業に加え、中高校生といった早期からの進学・就職への支援、養成

校やハローワーク等の関係機関との協議、福祉の就職総合フェア開催など、人材確

保に向けた支援を強化する。 
 

３．人事・労務「人材の創造力」 

多角的な視点と責任感を持った人材を育成し、意欲的に能力発揮できる職場環境

づくりを進めることで、「人材の創造力」を向上させる。 

働きがいのある職場環境を実現するため、職員の安全と健康の確保、ワークライ

フバランス(仕事と生活の両立)に配慮した労働環境の整備を行ってきたところで

ある。 

今年度は特に、事務局組織を効果・効率的な組織へ再編するとともに、処遇の改

善を行い、きちんと職務を認識したうえで役割を担っていける人材を育成し、組織

の活性化を図るため、下記事業を重点として取り組みを進めていく。 

≪推進目標≫ 

① 人事・労務管理体制の充実強化 

職員全体の資質向上を目指し、計画的な人材育成に取り組むため、職員研修体系

の見直しを行うとともに、社協職員に求められる関係機関・団体等との連携・協働

における企画力、調整・コーディネート力や説明能力の向上に向けた取り組みを強

化していく。 

  また、「高年齢者雇用安定法」「労働契約法」にも配慮しつつ、計画的な職員採用



により、組織体制の整備を行う。 

 

４．財務「経営の自立力」 

  安定的・継続的に地域福祉活動を推進することができるよう、財源獲得と徹底し

た財務管理により、「経営の自立力」を高める。 

 法人を運営していく上において、安定的・継続的な財源確保ということは重要で

あり、今年度も、従来から取り組んできた参加費、掛金等の特定自主財源の増強、

一般自主財源の安定的確保に引き続き努めていくとともに、公的財源の確保につい

ても働きかけていく。 

 合わせて、平成２６年度に向けて新会計基準への移行作業を行い、法人の経営状

況と財務状況を正確に把握し、新ルールに則った、より透明性の高い財務管理に努

めていくため、下記事業を重点として取り組みを進めていく。 

≪推進目標≫ 

① 財務基盤及び管理体制の整備 

すべての社会福祉法人に適用される新会計基準への移行を行うことで、内部だけ 
でなく外部の方にも経営実態を明確にし、併せて、公認会計士との会計相談等を行

っていくことで財務の透明性を確保する。 
さらに、収益事業の実施、積立金の運用、寄付金の募集等の一般自主財源を安定 

的に確保するための取り組みを行うとともに、各種民間財源を活用し、特定自主財 
源事業の積極的な推進に努める。 
 

 



（単位：千円）

合計 一般会計 公益事業特別会計 収益事業特別会計
生活福祉資金

特別会計
要保護世帯向け不動
産担保型生活資金特

生活福祉資金
貸付事務費特別会計

臨時特例つなぎ資金
特別会計

経常活動による収支

会費収入 34,108 34,108 0 0 0 0 0 0
寄付金収入 1,500 1,500 0 0 0 0 0 0
事務分担金収入 1,500 1,500 0 0 0 0 0 0
経常経費補助金収入 195,261 88,030 8,494 0 0 0 98,737 0
助成金収入 8,242 8,242 0 0 0 0 0 0
受託金収入 135,995 98,363 37,632 0 0 0 0 0
事業収入 248,004 11,785 218,051 14,600 3,566 2 0 0
共同募金配分金収入 8,000 8,000 0 0 0 0 0 0
負担金収入 46,485 35,835 10,650 0 0 0 0 0
貸付事業等収入 55,175 0 2,760 0 52,347 2 0 66
雑収入 471 15 0 0 456 0 0 0
受取利息配当金収入 24,896 9,263 13,961 1 1,651 12 2 6
会計単位間繰入金収入 23,512 17,988 0 0 0 0 5,524 0
経理区分間繰入金収入 24,529 24,529 0 0 0 0 0 0

経常収入計(1) 807,678 339,158 291,548 14,601 58,020 16 104,263 72
売上原価 6,836 0 0 6,836 0 0 0 0
人件費支出 250,928 149,232 62,419 3,830 0 0 31,568 3,879
事務費支出 24,788 9,676 5,674 1,935 0 0 6,940 563
事業費支出 374,868 119,642 185,494 0 0 0 69,135 597
貸付事業等支出 238,161 0 23,810 0 189,151 24,000 0 1,200
分担金支出 1,283 1,283 0 0 0 0 0 0
負担金支出 14,546 7,321 7,225 0 0 0 0 0
会計単位間繰入金支出 18,002 0 13,857 2,000 0 14 2,131 0
経理区分間繰入金支出 30,070 24,529 0 0 5,541 0 0 0

経常支出計(2) 959,482 311,683 298,479 14,601 194,692 24,014 109,774 6,239
△ 151,804 27,475 △ 6,931 0 △ 136,672 △ 23,998 △ 5,511 △ 6,167

施設整備等収入計(4) 0 0 0 0 0 0 0 0
固定資産取得支出及び繰入支出 600 300 0 0 0 0 300 0

施設整備等支出計(5) 600 300 0 0 0 0 300 0
△ 600 △ 300 0 0 0 0 △ 300 0

貸付資金補助金収入 6,000 0 0 0 0 6,000 0 0
積立預金取崩収入 35,104 0 28,804 0 6,300 0 0 0
共済制度長期預り金戻入収入 679,140 0 679,140 0 0 0 0 0

財務収入計(7) 720,244 0 707,944 0 6,300 6,000 0 0
積立金積立支出 11,632 11,500 0 0 132 0 0 0
基金積立支出 0 0 0 0 0 0 0 0
その他の支出 723,935 15,991 707,944 0 0 0 0 0

財務支出計(8) 735,567 27,491 707,944 0 132 0 0 0
△ 15,323 △ 27,491 0 0 6,168 6,000 0 0
2,507,268 2,565 123,502 0 2,312,721 43,799 8,192 16,489

△ 2,674,995 △ 2,881 △ 130,433 0 △ 2,443,225 △ 61,797 △ 14,003 △ 22,656
2,674,995 2,881 130,433 0 2,443,225 61,797 14,003 22,656

0 0 0 0 0 0 0 0

予　  　算　　　書
自　平成25年４月１日
至　平成26年3月31日

財務活動資金収支差額(9=7-8)

予備費(10)

当期資金収支差額合計(11=3+6+9-10)

前期末支払資金残高(12)
当期末支払い資金残高(11+12)
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勘定科目

施設整備等資金差額(6=4-5)

財務活動による収支

経常活動資金収支差額(3=1-2)

施設整備等による収支
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